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用語「○○○○＊」は第３編に解説あり 

第４章 分野別施策 

 

本計画の基本理念を実現するため、分野別の現状と課題及びそれに対する市の施策の方向性に

ついて、11の分野に分類して体系化しました。 

 

施策分野 基本的施策 

1 安全・安心な生活環境の整備 
⑴ 住宅の確保・住宅の整備 

⑵ 障がい者に配慮したまちづくりの総合的な推進 

2 情報アクセシビリティの向上及び 

意思疎通支援の充実 

⑴ 情報アクセシビリティの向上 

⑵ 意思疎通支援の充実 

3 防災、防犯等の推進 
⑴ 防災対策の推進 

⑵ 防犯対策・被害者支援の推進 

4 障がい者差別の解消、権利擁護の 

推進及び虐待の防止 

⑴ 権利擁護の推進、虐待の防止 

⑵ 障がいを理由とする差別の解消（社会的障壁 

の除去）の推進 

5 成年後見制度*の利用促進 ⑴ 成年後見制度*の利用促進 

6 自立した生活の支援・意思決定支援

の推進 

⑴ 相談支援体制の構築と意思決定支援の推進 

⑵ 障がい福祉サービス*等の充実 

⑶ 障がい児に対する支援の充実 

7 保健・医療の推進 
⑴ 精神保健・医療・福祉の充実 

⑵ 障がいの原因となる疾病等の予防・治療 

8 行政等における配慮の充実 ⑴ 行政サービス等における配慮の充実 

9 雇用・就業、経済的自立の支援 

⑴ 経済的自立を含めた総合的な就労支援 

⑵ 障がい者雇用の促進 

⑶ 障がい特性に応じた就労支援及び多様な就業 

の機会の確保 

10 教育の振興 

⑴ インクルーシブ教育システムの推進 

⑵ 教育環境の整備 

⑶ 生涯を通じた多様な学習活動の充実 

11 文化芸術活動・スポーツ等の振興 
⑴ 文化芸術活動、余暇・レクリエーション活動、 

スポーツ等の充実に向けた環境整備 
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１ 安全・安心な生活環境の整備 

⑴ 住宅の確保・住宅の整備 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

誰もが住み慣れた地域で「安全・安心・快

適に暮らせる」生活環境の整備が求められ

る中で障がいのある人も高齢化が進展し、

今後も住宅環境のバリアフリー化は重要で

す。「上田市市営住宅等長寿命化計画」の

基本目標のひとつである「環境にやさしく、

安全、安心に暮らせる住まいづくり」を踏ま

え、市営住宅においても、バリアフリー化を

進める必要があります。 

「上田市市営住宅等長寿命化計画」に基

づき、市営住宅の建替時には、現入居者の

世帯構成を考慮しつつ、バリアフリー化によ

る適正な住宅タイプ（１LDK,２LDK,３LDK

等)による整備を行います。また、既存住宅の

改修では、高齢者等が安全・安心して居住

できるよう、入居前工事などに併せて浴室・

トイレ等に手すりを設置します。 
住宅課 

現在、一定所得以下の住宅確保要配慮

者（障がいのある人、高齢者、ひとり親等）に

対しては、市営住宅の入居申込をする際に

優先枠での申し込みを可能としています。  

住宅に困窮している一定所得以下の方

が市営住宅へ入居しやすい環境となるよう、

さらなる募集方法の改善及び需要に応じた

住戸の供給等の必要があります。 

一定所得以下の住宅確保要配慮者（障

がいのある人、高齢者、ひとり親等）に対して

は、市営住宅の入居申込をする際に優先枠

での申し込みを可能としていきます。 

住宅に困窮している一定所得以下の方

が市営住宅へ入居しやすい環境となるよう、

さらなる募集方法の改善及び需要に応じた

住戸の供給等に努めていきます。 

障がいのある人は、低所得であったり、保

証人となる親族からの支援が期待できなか

ったりといった事情を抱える人が多く、民間

の賃貸住宅に入居しにくい現状があります。

「住宅セーフティネット法」の趣旨に基づき、

公的賃貸住宅だけでなく、民間賃貸住宅を

活用した重層的な住宅セーフティネット機能

の強化が必要です。 

不動産事業者、医療機関、行政の福祉部

門等が連携して、障がいのある人の民間賃

貸住宅への入居を支援します。 

障がい者 

支援課 

2006 年にバリアフリー新法が施行さ

れ、住宅環境のバリアフリー化を推進するこ

とが必要です。 

介護保険による住宅改修や福祉用具の

貸与、購入のほか、住宅改修費の助成を行

い、要介護・要支援状態となった場合でも、

在宅生活が継続できるよう支援します。 

窓口で利用者や業者からの相談を受ける

ことで、利用者にとって必要な工事、福祉用

具が選択されるように支援します。 

高齢者 

介護課 
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現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

（再掲）2006 年にバリアフリー新法が施

行され、住宅環境のバリアフリー化を推進

することが必要です。 

障がいのある人が居住する住宅のバリア

フリー化のための住宅改修費の助成を行

います。 

障がい者 

支援課 

単身生活が困難な障がいのある人にとっ

て、日常生活上の介護や相談援助等を受け

ながら共同生活するグループホームは、地

域における居住の場の一つとして非常に重

要です。 

グループホームなどでの地域生活が送

れるよう、在宅及び入所、入院中の障がいの

ある人などの自立意欲向上に向けて、身近

にあるグループホームへの体験入所を支援

します。 障がい者 

支援課 

グループホームでの安全・安心を確保す

るため、災害時における支援体制、連携体

制、協力体制の構築が求められています。 

グループホームでの安全・安心を確保す

るため、地域の自主防災組織に対し、平常

時の連携体制の構築と災害時における入居

者に対する避難誘導の協力体制の構築な

どを働きかけます。 

 

⑵ 障がい者に配慮したまちづくりの総合的な推進 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

介護が必要な高齢者や障がいのある人

（移動困難者）の移動手段は、タクシーや自

家用車などの個別輸送手段への依存が高

い状況であり、今後も障がいのある人や介

助者の高齢化の進展に伴い、移動困難な人

の増加が見込まれます。 

また、平成 31 年の「バリアフリー新法」

改正では、市町村が移動等円滑化促進方

針（マスタープラン）を定める制度が創設さ

れ、基本構想・マスタープランの作成、定期

的な評価・見直しが努力義務とされました。

総合的な「バリアフリー化」を推進していく

ためには、これまで以上に、庁内での分野横

断的な連携を図っていく必要があります。 

交通事業者や他部局と連携して、障がいの

ある人の利用に配慮した公共交通の確保・

維持を図るとともに、利用環境の改善などを

通じて利便性の向上に努めます。 

交通政策課 

障がいの有無にかかわらず誰もが観光を

楽しめるよう、市民だけでなく、上田市を訪

れる障がいのある観光客に対しても、障がい

特性に配慮した案内等が必要です。 

上田市を訪れる観光客に対する利便性の

向上を図るため、障がいの多様性を踏まえ

た案内表示の設置や施設の整備について

関係機関へ働きかけます。 

観光課 
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現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

上田市公共施設マネジメント基本方針にお

いて、市有施設のバリアフリー化・ユニバー

サルデザイン*化を推進していますが、厳しい

財政状況の中で改修・改築が難しいことか

ら、未対応の施設が存在しています。 

施設の利用状況等に応じて多様な利用者

の利便性の向上を図るため、引き続きバリア

フリー化・ユニバーサルデザイン*化を推進

します。 

行政管理課 

「どこでも、だれでも、自由に、使いやすく」

というユニバーサルデザイン*の考え方を踏

まえた「バリアフリー新法」により、施設など

の新設に当たり「移動等円滑化基準」への

適合義務、既存の施設等に対する適合努力

義務が定められています。 

また、公共施設などの整備や利用を進め

る上で、障がいの多様な違いにも留意する

必要があり、障がいの有無・種別に関係な

く、誰もが利用しやすい環境の整備を今後も

継続していくことが重要です。 

公共的施設の改修・改築に当たってアク

セシビリティの拡大に向け、ユニバーサルデ

ザイン*に配慮した施設整備を進めます。 

都市計画課 

公立小中学校について、「改正バリアフリ

ー法」により、障がいのある児童・生徒等も

支障なく学校生活を送ることができるように

するとともに、地域住民の生涯学習の場や

災害時の避難所としての利用を考慮し、高

齢者、障がいのある人等の利用にも配慮し

た計画的なバリアフリー化が必要です。 

障がいのある児童生徒等も支障なく学校

生活を送ることができるようにするとともに、

地域住民の生涯学習の場や災害時の避難

所としての利用を考慮し、施行日以降に新

増築等される公立小中学校について、バリ

アフリー化を行います。 

教育施設 

整備室 

精神障がいのある人とその家族が地域の

一員として安心して自分らしい暮らしをする

ことができるよう、「精神障がいにも対応した

地域包括ケアシステム*」の構築を推進する

必要があるなかで、市では現在、団塊の世

代が 75 歳以上となる 2025 年を目途に、

高齢者を中心とした地域包括ケアシステム*

の構築を進めているところです。 

生活支援体制整備事業においては、地域

包括支援センター（日常生活圏域）毎に生

活支援コーディネーターを配置し、地域課題

の把握・資源開発・担い手養成を進めてお

り、住民主体の活動の中で地域内の高齢者

等弱者に対する支援を推進します。 

・高齢者 

介護課 

・障がい者 

支援課 
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現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

障がいのある人の安全性・快適性に配慮

したまちづくりを推進するため、幅の広い歩

道の整備や歩道の段差・傾斜・勾配の改

善、無電柱化、視覚障がい者誘導用ブロック

の整備、見やすく分かりやすい道路標識や

看板等の設置など、都市環境のバリアフリー

化をさらに進めていくことが求められていま

す。 

（再掲）公共的施設の改修・改築に当たって

アクセシビリティの拡大に向け、ユニバーサ

ルデザイン*に配慮した施設整備を進めま

す。 

都市計画課 
歩行者の安全な通行を確保するため、自

治会などと協議して誰もが使いやすいゆとり

のある歩道の整備や道路の無電柱化など、

交通安全施設の整備を推進します。 

市の保有する各種統計や地図情報など

の公共データをオープンデータ化すること

は、高齢者や障がいのある人等のニーズに

あわせバリアフリー化に取り組むことにも資

するため、市民や民間事業者など誰でも自

由に活用できるよう機械判読に適した状態

で最新化したデータを提供することが求め

られています。 

行政データをオープンデータ化することに

より、必要な行政サービスの情報入手が容

易になり、また、市民や民間事業者などが各

種のデータを自由に組み合わせたアプリケ

ーションの開発に利用するなど、高齢者や障

がいのある人等の利便性の向上やニーズに

あわせたバリアフリー化に向けた新たなビ

ジネス創出への活用に貢献します。 

広報シティ 

プロモーション課 

市内のスポーツ施設については、設置か

ら 30 年以上を経過した建築物や設備が多

く存在し、バリアフリーにも十分対応できて

いない状況です。 

今後実施する施設の整備・改修等に当た

っては、老若男女、障がい、能力の差を問わ

ずだれもが利用しやすいようユニバーサル

デザイン*化を推進します。 

スポーツ 

推進課 
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２ 情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実 

⑴ 情報アクセシビリティの向上 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

インターネットの急速な普及をはじめ情報

通信技術（IT）のめざましい発展により、す

べての人々がその生活、仕事の面において

日常的に情報通信機器を利用する機会が

増大しています。 

一方、高齢化が急速に進展する中、高齢

者・障がいのある人が情報通信機器及びサ

ービス等を利用する機会も急速に増えてき

ており、これらを利用するにあたって、障がい

や心身の機能の状態にかかわらず、情報通

信機器及びサービス等を円滑に利用できる

ようにしていくことが課題になっています。 

このような社会の変化に対応するため、情

報通信機器及びサービス等をあらゆる利用

者に使いやすいものにすることは、利用者は

もとより、提供者にとっても望まれるところで

あり、情報アクセシビリティの確保及び向

上・普及を図ることが大切です。 

市ホームページを障がいの有無に関わら

ず誰もが利用しやすく理解しやすい情報伝

達手段とするため、アクセシビリティを日本

工業規格「JIS X 8341-3:2016」に準拠

し、ホームページ全体の達成基準が「適合レ

ベル A及び AA」を満たすよう運用に努めま

す。 

広報シティ 

プロモーション課 

障がいの有無に関わらず、ICTをコミュニ

ケーション手段として円滑に利用できるよう

にするため、ICTに関する普及・啓発の促進

や、活用しやすい情報の発信が求められて

います。 

情報を入手するための普及・啓発施策とし

て、ICT機器活用の知識、技術向上のため

パソコン教室、各種研修会などの開催を積

極的に支援します。 

情報システム

課 

障がいの有無に関わらず災害情報や市政

情報・地域情報をより迅速に入手することが

できるシステム（環境）の整備が必要です。 

災害時における避難所等での通信手段の

確保や、平常時における生涯学習活動等で

の利活用を目的に公衆無線 LAN を整備し

ます。 
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現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

近年、スマートフォンなどの多機能携帯端

末の急激な普及や Facebookや Twitter

に代表されるソーシャル・ネットワーキング・

サービスの活用により、情報交流のかたち

も変化しています。 

障がいのある人が ICT をコミュニケーシ

ョン手段として円滑に利用できるようにする

ため、ICT に関する普及・啓発の促進や、

活用しやすい情報の発信、技術の応用が求

められています。 

また、ICT を利用できない障がいのある

人には、個々に適した手段により格差を広げ

ない情報提供を行うことが必要です。 

（再掲）市ホームページは、アクセシビリティ

を日本工業規格「JIS X 8341-3:2016」

に準拠し、音声読み上げや文字サイズ変更、

色合い変更などを可能とし、障がいのある

人へ配慮した運用に努めます。 

広報シティ 

プロモーション課 

上田市メール配信サービスは、緊急情報

のほか市政情報や生活安全情報などを、登

録した携帯電話やスマートフォンなどにいつ

でもどこにいてもリアルタイムに入手できる

ことから、障がいのある人へも普及促進を図

ります。また、ICT を利用できない障がいの

ある人が電話やファックスなど使い慣れた手

段でも情報入手できるような運用に努めま

す。 

行政チャンネルでは、市政情報や市内イ

ベントなどを放送しており、その際字幕を入

れることにより障がいのある人にも円滑な放

送の利用を図ります。 

障がいの有無にかかわらず、誰もが情報

を取得できるよう、特に障がいのある人や障

がい者施策に関する情報提供及び緊急時

における情報提供等を行う際には、字幕・音

声等の適切な活用や、知的障がいのある

人、精神障がいのある人等にも分かりやす

い情報の提供に努めるなど、多様な障がい

の特性に応じた配慮が必要です。 

文字による情報入手が困難な障がいの

ある人に対して、点訳・音訳による広報紙な

どの情報提供をします。 障がい者 

支援課 行政情報の提供には、情報通信技術の進

展も踏まえ、アクセシビリティに配慮した情

報提供に全庁的に取り組むよう努めます。 

（再掲）行政チャンネルでは、市政情報や市

内イベントなどを放送しており、その際字幕

を入れることにより障がいのある人にも円滑

な放送の利用を図ります。 

広報シティ 

プロモーション課 

災害発生時、又は災害が発生するおそれ

がある場合に障がいのある人に対して適切

に情報を伝達できるよう、民間事業者、消防

機関、都道府県警察等の協力を得つつ、障

がい特性に配慮した情報伝達の体制を整

備しておく必要があります。 

障がいの有無に関わらず災害情報や市政

情報・地域情報をより迅速に情報を手にす

ることができる環境の整備を図ります。 

・危機管理 

防災課 

・広報シティ 

プロモーション課 
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用語「○○○○＊」は第３編に解説あり 

⑵ 意思疎通支援の充実 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

障がいのある人の中には、聴覚、言語機

能、音声機能、視覚、失語、知的、発達、高次

脳機能、重度の身体などの障がいや難病*

のため、意思疎通を図ることが困難な人が

います。障がいのある人が円滑に情報を取

得・利用し、意思表示やコミュニケーションを

行うことができるよう、社会的障壁の除去や

障がい特性に応じた支援が必要です。 

聴覚障がいのために他者との意思疎通

が困難な人の社会参加を促進するため、手

話奉仕員・通訳者及び要約筆記者の養成

や、手話奉仕員等の派遣を実施します。 

障がい者 

支援課 

コミュニケーション支援アプリの導入など

により、手続き窓口における意思疎通環境

の整備を進めるなど、手話言語の普及とコミ

ュニケーション手段の利用促進に努めます。 

（再掲）文字による情報入手が困難な障が

いのある人に対して、点訳・音訳により広報

紙などの情報提供をします。 

視覚障がいのある人の社会参加と生活

の質の向上を図るため、読書バリアフリー法

の趣旨に沿い、点訳書、デイジー図書など

の利用しやすい書籍等を製作します。また、

それらの製作人材の育成についても、「うえ

だ手話言語・情報コミュニケーション条例」

に掲げる、意思疎通支援や情報保障に寄与

するものとしても位置付けて、取り組みます。 

点字図書館 

令和２年６月、「聴覚障害者等による電話

の利用の円滑化に関する法律」が成立し、

聞こえない人と聞こえる人、あるいは話せる

人と話せない人などが、ともに電話を使うこ

とのできる環境整備が求められています。 

電話リレーサービスの導入・実施体制構

築を検討します。 

障がい者 

支援課 
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用語「○○○○＊」は第３編に解説あり 

３ 防災、防犯等の推進 

⑴ 防災対策の推進 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

東日本大震災や令和元年東日本台風災

害等の経験を踏まえ、災害に強いまちづくり

に向けて、市民や自主防災組織、行政、福祉

関係者等の関係機関が「自助・共助・公助」

の役割を果たし、連携を深めることにより、地

域防災力の向上を図る必要があります。 

関係機関や社会福祉法人等の学識経験

者が参画する上田市防災会議を定期的に

開催するとともに、上田市地域防災計画の

見直し・充実を図ります。 

危機管理 

防災課 

地域特性に配慮しながら、地域住民や関

係機関が参加する市民主体の防災訓練を

実施します。 

水害や土砂災害が発生するおそれがある

地域を周知するとともに、要配慮者*利用施

設における避難行動を支援する必要があり

ます。 

土砂災害警戒区域や河川の浸水想定区

域等、災害時に被害が発生するおそれのあ

る地域や避難所等を記載した災害ハザード

マップを作成するとともに、冊子の配布や

WEB ページでの公開等により周知を図りま

す。 

浸水想定区域や土砂災害警戒区域内の

要配慮者利用施設の管理者が実施する避

難確保計画の作成や避難訓練の実施を支

援します。 

（再掲）グループホームでの安全・安心を

確保するため、災害時における支援体制、連

携体制、協力体制の構築が求められていま

す。 

（再掲）グループホームでの安全・安心を

確保するため、地域の自主防災組織に対し、

平常時の連携体制の構築と災害時における

入居者に対する避難誘導の協力体制の構

築などを働きかけます。 

障がい者 

支援課 

災害発生時、又は災害が発生するおそれ

がある場合に障がいのある人に対して適切

に情報を伝達できるよう、障がい特性に配

慮した情報伝達の体制の整備が必要です。 

市ホームページや上田市メール配信サー

ビスをはじめ、ソーシャル・ネットワーキング・

サービスなどあらゆる情報発信媒体を活用

し、障がいの有無に関わらず、適切に情報を

伝達できるよう、情報発信の運用に努めま

す。 

広報シティ 

プロモーション課 

災害時の避難所において、障がい者等の

要配慮者*の特性に応じた環境整備を行う

必要があります。 

パーテーションの活用等により要配慮者*

の専用スペースを確保するとともに、災害時

等における要援護者（災害時要配慮者）の

緊急受入れに関する協定を活用して、要配

慮者*の避難先の確保を図ります。 

・危機管理 

防災課 

・福祉課 
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用語「○○○○＊」は第３編に解説あり 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

聴覚・言語機能障がいのある人にとって

は、火災や救急事案の発生時の緊急通報の

手段も課題のひとつです。そのため、火災や

救急事案の発生時に聴覚・言語機能障が

いのある人がいつでもどこからでも円滑な

緊急通報を行える環境整備が必要です。 

緊急時に手話通訳者が派遣できる体制の

確保を継続します。 

障がい者 

支援課 
FAX119 やメール 119、NET119 の登録

を推進するため、機会を捉えて当該システム

をＰＲします。 

平常時から、住民一人ひとりが自分たち

の住むまちは自分たちが守るというさらに高

い意識を持つことが重要です。 

災害基本法の改正により「避難行動要支

援者」の名簿の作成が市町村長に義務付

けられ、名簿作成のため自治体内部の個人

情報の収集が可能となりました。 

本人の同意を得た上で、消防、警察、民生

委員などに名簿情報を提供する災害時要

援護者登録制度（住民支え合いマップ）の

取組を市内全自治会で進めています。 

「災害時要配慮者」の把握を行い、自治

会、自主防災組織、民生委員と連携し、災害

時に備えた支援などの対策・体制づくりを進

めます。 

福祉課 

災害の際の避難所運営においては、地域

のリーダーのほとんどが男性であり、女性や

子どもたちのニーズに配慮した運営が行わ

れにくく、また、男性と女性では災害から受

ける影響の違いなどに配慮が必要であるこ

とから、様々な意思決定の場に女性の参画

を進めていく必要があります。 

「仙台防災枠組 2015-2030」では、女性

や障がいのある人など、これまで配慮が必

要な存在としてのみ認識されてきた人々を、

防災・減災を担う主体として政策・方針決定

過程や防災・被災者支援・復興の場に参画

させることが明記されています。 

防災会議等、政策・方針決定の場への女

性や障がいのある人の登用を進めます。 

人権男女 

共生課 

災害用備蓄品の購入、地域防災計画の

策定に関し、女性や障がいのある人の意見

を取り入れるほか、避難所に更衣室や授乳

場所等の女性や高齢者、障がいのある人に

配慮した設備を設置するよう努めます。 

人権男女 

共生課 

平常時の防災体制や災害発生後の避難

所における女性への配慮を促すため、男女

共同参画の視点からの取組を進める必要

があります。 

指定避難所等において、男女別の更衣室

や授乳場所を確保するための資器材の備

蓄を推進します。 
危機管理 

防災課 
男女共同参画の視点を指定避難所等の

運営マニュアルに反映します。 

有事に備え、平常時から危険箇所の把握、

点検が重要です。 

毎年 6 月頃実施している土砂災害危険

箇所点検パトロールを引き続き実施します。 
土木課 
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用語「○○○○＊」は第３編に解説あり 

 

 

⑵ 防犯対策・被害者支援の推進 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

障がいのある人は、犯罪や事故の被害に

遭う危険性が高く、不安感も強いことから、

障がいのある人の気持ちに配慮した施策を

行う必要があります。 

近年、訪問販売や電話勧誘などによる悪

質商法の手口が巧妙化し、消費者被害を伴

うトラブルが増加するとともに、オレオレ詐欺

などの特殊詐欺事件も後を絶ちません。 

このため、地域の「安全・安心の確保」に

向けて、市民の犯罪に対する意識や知識を

高めるとともに、警察をはじめ地域住民、関

係機関・団体などと緊密に連携し、消費者

被害防止のための情報提供をはじめ、地域

における防犯活動を推進する必要がありま

す。 

警察をはじめとする関係機関・団体と連

携し、消費者被害及び特殊詐欺被害に関す

る情報のタイムリーな発信と被害防止に向

けた啓発を推進します。 

生活環境課 

暴力は、被害者が女性か男性かにかかわ

らず、また、犯罪行為か否かにかかわらず、

あらゆる人の尊厳が侵害される行為（人権

侵害）です。 

これら暴力の背景には、男女の社会的地

位や経済力の格差、固定的役割分担意識

などの社会的・構造的な問題があり、暴力

の根絶を図ることは男女共同参画社会を形

成していく上で重要な課題となっています。 

男女がそれぞれの性を理解し尊重するこ

とが重要で、暴力を生まないための予防教

育をはじめ、暴力を容認しない社会を実現

するための意識啓発が必要です。 

毎年 11月 12日から 11月 25日（女性

に対する暴力撤廃国際日）までの 2 週間を

「女性に対する暴力をなくす運動」期間と定

めています。 

この期間を中心に、関係機関と協力し、障

がいの有無にかかわらず、ジェンダーに基づ

く暴力（性別に起因する多様な暴力）の被

害者をなくすよう啓発に努めます。 

人権男女 

共生課 

障がいの有無、年齢や性別、国籍等にかか

わらず、被害者の保護と自立していくための

支援の入り口となる相談窓口を充実します。 
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用語「○○○○＊」は第３編に解説あり 

４ 差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

⑴ 権利擁護の推進、虐待の防止 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

児童虐待の相談対応件数は、年々増加傾

向にあり、令和 2年 4月児童福祉法の改正

により、親等によるしつけと称した体罰の禁

止が明文化されました。体罰によらない子育

てを推進し、児童虐待の防止を図っていく必

要があります。 

広報紙などの活用や研修会・講演会での

周知により児童虐待の防止の普及・啓発活

動を推進します。 

子育て・ 

子育ち支援課 

発達障がい*とは、脳の働き方に偏りがあ

り、日常生活に困難がある状態であると言

われています。年齢や環境調整等適切な支

援を受けていない場合、二次障がいや虐待

のリスクが高まることが懸念されます。 

発達障がい*を正しく理解するため市民向

け講演会・支援者向け研修会等を開催しま

す。 

発達相談 

センター 

障がい者支援課及び各地域自治センタ

ー市民サービス課は「上田市虐待防止セン

ター」窓口を担っています。また、上小圏域障

害者総合支援センター（上小地域障害者自

立生活支援センター）にも通報窓口を設け

ています。通報があった案件に対しては速や

かに対応していますが、通報や対応の遅れ

から事態が深刻化するケースが懸念されま

す。 

長野県障害者権利擁護（虐待防止）セン

ターによると、少子高齢化や核家族化にとも

なう障がいのある子どもや高齢者の家庭内

での虐待だけでなく、福祉サービス現場や

職場での虐待案件も表面化してきています。 

障害者虐待防止法に基づき、関係機関

（上小圏域障がい者自立支援協議会や上

田市要保護児童対策地域協議会の参加

機関）による情報の共有と解決に向けた検

討、個別ケースへの支援や虐待ケースへの

対応を迅速かつ適切に行います。 

また、適切な支援が行えるよう関係機関と

連携し、スキルアップを図ります。 

障がい者 

支援課 

障がいのある人にとって、同じ障がいを抱

える当事者団体や支援団体、家族会などの

繋がりは大切な情報源であるとともに、相談

先でもあるため、当事者同士、家族同士が

支援し合える体制の充実が求められていま

す。 

障がいのある人やその家族が住み慣れた

地域で暮らすため、互助組織である当事者

団体や家族会への支援を継続するとともに、

ピアカウンセリングによる相談支援を行い

ます。 

障がい者 

支援課 
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用語「○○○○＊」は第３編に解説あり 

 

 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

障がいのある人に対する差別や虐待など、

権利侵害を防止し、また、その被害からの救

済を図るために、通報・相談体制の整備・充

実に取り組むことが求められています。 

上田市人権施策基本方針に基づき、人権

の視点に立った行政の推進を図り、人権擁

護と救済のため、相談・支援体制の充実や

救済・保護体制の充実に努めます。 

障がい者 

支援課 

 

 

⑵ 障がいを理由とする差別の解消（社会的障壁の除去）の推進 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

障がいのある人を含む全ての人々にとっ

て住み良い平等な社会づくりを進めていくた

めには、社会全体で障がいのある人に対し

て十分な理解をし、配慮していくことが必要

です。 

共生社会の実現を図る上で、障がいを理

由とした差別は絶対にあってはなりません

が、障がいへの理解不足から、無意識のうち

に差別や偏見等につながることもあります。 

上田市人権施策基本方針に基づき、人権

の視点に立った行政の推進を図り、人権擁

護と救済のため、相談・支援体制の充実に

努めます。 

人権男女 

共生課 

上田市職員の障がいに対する理解を深

め、障がいのある人の権利や利益を守るた

めの研修を実施します。 

障がい者 

支援課 

広報などによる周知や、出前講座などを

通じて、市民への障がいの理解の普及促進

を図ります。 

平成 27 年度に策定した職員対応要領

や、令和 2 年度に制定した「うえだ手話言

語・情報コミュニケーション条例」に基づき、

社会的障壁の除去や合理的配慮の提供

など、障がいに対する理解をさらに深め、障

害者差別解消法の趣旨に則った応対がで

きるようにする必要があります。 

必要に応じて、既存の「障がいのある方へ

の職員対応要領 （窓口等対応マニュア

ル）」の見直しを行います。 

障がい者 

支援課 

 

 

 



第１編 第３次上田市障がい者基本計画 

第４章 分野別施策 

 
67 

用語「○○○○＊」は第３編に解説あり 

 

 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

（再掲）インターネットの急速な普及をはじめ

情報通信技術（IT）のめざましい発展によ

り、すべての人々がその生活、仕事の面にお

いて日常的に情報通信機器を利用する機

会が増大しています。 

一方、高齢化が急速に進展する中、高齢

者・障がいのある人が情報通信機器及びサ

ービス等を利用する機会も急速に増えてき

ており、これらを利用するにあたって、障がい

や心身の機能の状態にかかわらず情報通

信機器及びサービス等を円滑に利用できる

ようにしていくことが課題になっています。 

このような社会の変化に対応するため、情

報通信機器及びサービス等をあらゆる利用

者に使いやすいものにすることは、利用者は

もとより、提供者にとっても望まれるところで

あり、情報アクセシビリティの確保及び向

上・普及を図ることが大切です。 

（再掲）市ホームページを障がいの有無に

関わらず誰もが利用しやすく理解しやすい

情報伝達手段とするため、アクセシビリティ

を日本工業規格「JIS X 8341-3:2016」

に準拠し、ホームページ全体の達成基準が

「適合レベル A 及び AA」を満たすよう運用

に努めます。 

広報シティ 

プロモーション課 

社会的障壁の除去の一環である障がい

のある人の安全性・快適性に配慮したまち

づくりを推進するため、幅の広い歩道の整備

や歩道の段差・傾斜・勾配の改善、無電柱

化、視覚障がい者誘導用ブロックの整備、見

やすく分かりやすい道路標識や看板等の設

置など、都市環境のバリアフリー化をさらに

進めていくことが求められています。 

（再掲）公共的施設の改修・改築に当たって

アクセシビリティの拡大に向け、ユニバーサ

ルデザイン*に配慮した施設整備を進めま

す。 
都市計画課 

（再掲）歩行者の安全な通行を確保するた

め、自治会などと協議して誰もが使いやすい

ゆとりのある歩道の整備や道路の無電柱化

など、交通安全施設の整備を推進します。 

障がい者差別の解消を推進するため、社

会的障壁の除去、合理的配慮の提供など

について事業所の理解を促進し、障がいを

理由とする解雇などの不当な差別的取扱い

を無くしていくことが求められています。 

障がいのある人の自立と社会参加を支援

するために、障がいを理由とした解雇などの

差別的な扱いを禁止するとともに、職場内な

どでの障がいのある人への配慮を事業主な

どへ働きかけます。 

障がい者 

支援課 
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用語「○○○○＊」は第３編に解説あり 

５ 成年後見制度*の利用促進 

⑴ 成年後見制度*の利用促進 

現状と課題 施策の方向性 担当課 

市の人口は減少傾向にある一方で、高齢

者や認知症、知的障がいのある人や精神障

がいのある人といった認知機能や判断能力

が不十分な人は増加傾向にあります。 

こうした判断能力が不十分な者の権利利

益を保護するため、財産管理や身上保護に

関する法律行為をサポートする成年後見制

度*の適切な利用を促進する必要があります。 

国においても、平成 28 年に「成年後見制

度利用促進法」が施行され、平成29年には

「成年後見制度利用促進基本計画」が策定

されました。 

障がいのある人の成年後見制度*の利用を

促進するため、上小圏域成年後見支援センタ

ーを中心に、財産管理や身上保護に関する

法律行為をサポートする成年後見制度*の周

知を図ります。 

障がい者 

支援課 

成年後見制度*の利用に当たり、費用の負

担が困難な人に対しては、申立てや報酬の支

払いに対する必要な経費の助成を行います。 

親族等による後見開始の審判の申立てが

期待できない高齢者や障がいのある人につ

いては、市長申立を活用して支援します。 

成年後見の担い手として市民後見人の役

割が増えており、上小圏域でも市民後見人の

養成が急務となっています。 

上小圏域成年後見支援センターを中心に

セミナー、後見人交流会等を開催し、市民後

見人の育成と活用を図り、障がいのある人な

どの権利の侵害や財産管理に関して適切な

対応に努めます。 

権利擁護を必要とする高齢者や障がいの

ある人の早期発見と早期の支援への結び付

けが重要です。 

上小圏域成年後見支援センターを中心

に、指定相談支援事業所や地域包括支援セ

ンターなどの関係機関とも連携し、成年後見

制度*の利用が必要な人の早期発見に資する

よう、地域連携ネットワーク協議会の構築を

推進します。 

本市における成年後見制度*の利用を促進

するためには、全体構想設計と、その実現に

向けた進捗管理・コーディネートを行う中核

的存在を担う機関が地域ネットワーク内に必

要となります。 

中核機関の設置に向け、その機能、役割、

運営体制等を明確にしながら、協議検討を進

めます。 

 

成果指標については、中核機関の設置協議に合わせて検討を進めます。 

（成果指標の例） 
セミナー等の開催回数、市長申立件数、成年後見制度*利用支援者数、相談受付件

数、受任者調整（マッチング）件数、など 
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用語「○○○○＊」は第３編に解説あり 

６ 自立した生活の支援・意思決定支援の推進 

⑴ 相談支援体制の構築と意思決定支援の推進 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

障がいのある人が、その人格と個性を尊

重されるためには、自らの決定に基づき、身

近な地域で相談支援を受けることのできる

環境があることが重要です。 

障がいのある人が身近な地域で相談支

援を受けられる体制を構築するため、上小

圏域障害者総合支援センターを基幹センタ

ーと位置付け、相談支援事業所での相談及

びサービス等利用計画の作成により利用者

のニーズに応じたサービスを提供するととも

に、サービスの見直しによりきめ細かな支援

を図ります。 

障がい者 

支援課 

相談支援事業所の連絡組織を活用し、相

談支援事業所間の情報共有と連携を図ると

ともに、集団指導等を行うことで、相談支援

の質の向上を図ります。 

障がいのある人が個々の心身の状況、サ

ービス利用の意向や家族の意向等を踏まえ

た適切なサービスを受けるためには、適切な

アセスメントの上にサービス等利用計画案

が作成されることが重要です。 

指定特定・障害児相談支援事業所による

計画相談支援が適切に行われるよう、法令

に基づき必要な指導を実施します。 

福祉課 

利用者の実態、ニーズなど当事者の要望

を反映したサービス等利用計画の作成と障

がい福祉サービス*の提供に努めます。 

障がい者 

支援課 

適切な相談支援体制の整備に資するよ

う、相談支援事業者の質の向上が求められ

ているなかで、基幹相談支援センターの役

割はますます重要になっています。 

相談支援事業を効果的に実施するため、

上小圏域障がい者自立支援協議会の機能

を強化し、中立・公平な相談支援事業の実

施や関係機関の連携、社会資源の開発など

を推進します。 

障がい者 

支援課 

（再掲）障がいのある人にとって、同じ障が

いを抱える当事者団体や支援団体、家族会

などの繋がりは大切な情報源であるととも

に、相談先でもあるため、当事者同士、家族

同士が支援し合える体制の充実が求められ

ています。 

（再掲）障がいのある人やその家族が住み

慣れた地域で暮らすため、互助組織である

当事者団体や家族会への支援を継続すると

ともに、ピアカウンセリングによる相談支援

を行います。 

障がい者 

支援課 

 

 

 

 



第１編 第３次上田市障がい者基本計画 

第４章 分野別施策 

 
70 

用語「○○○○＊」は第３編に解説あり 

 

 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

発達障がい*のある子どもへの対応は発

達状況や特性により異なることから、早期か

ら専門知識を持つ心理士等専門職による相

談が求められています。 

 発達相談センター*（ひとまちげんき・健康

プラザうえだ内に設置）では、関係機関と連

携して発達に心配のある子どもや家族に対

して相談支援を行うとともに、支援体制の充

実を図ります。 

発達相談 

センター 

核家族化の進展や共働き家庭の増加な

どにより、子育て家庭を取り巻く環境は大き

く変化しています。家庭が抱える子どもの成

長段階に応じた様々な悩み等の相談に応

じ、必要な支援につなげるための相談機能

の強化・充実を図るとともに、地域における

見守り体制の充実が必要です。 

子ども家庭総合支援拠点を設置し、通

所・在宅支援を中心とした専門的な相談対

応や関係機関との連携・調整を行い、子ども

の成長段階や家庭の状況に応じた支援に

つなげるとともに、地域社会全体で子育てを

支えていくための支援の充実や意識の醸成

のための取組みを進めていきます。 
子育て・ 

子育ち支援課 
子育て中の親や子どもが孤立しないよう、

子育てに関する情報発信や相談を行い、子

育ての悩みや不安感の緩和を図るとともに、

民生委員・児童委員及び主任児童委員等と

連携し、地域における子育て家庭の見守り

体制の充実に努めます。 

（再掲）暴力は、被害者が女性か男性かに

かかわらず、また、犯罪行為か否かにかかわ

らず、あらゆる人の尊厳が侵害される行為

（人権侵害）です。 

これら暴力の背景には、男女の社会的地

位や経済力の格差、固定的役割分担意識

などの社会的・構造的な問題があり、暴力

の根絶を図ることは男女共同参画社会を形

成していく上で重要な課題となっています。 

男女がそれぞれの性を理解し尊重すること

が重要で、暴力を生まないための予防教育

をはじめ、暴力を容認しない社会を実現する

ための意識啓発が必要です。 

（再掲）毎年 11月 12日から 11月 25日

（女性に対する暴力撤廃国際日）までの 2

週間を「女性に対する暴力をなくす運動」期

間と定めています。 

この期間を中心に、関係機関と協力し、障

がいの有無にかかわらず、ジェンダーに基づ

く暴力（性別に起因する多様な暴力）の被

害者をなくすよう啓発に努めます。 

人権男女 

共生課 

（再掲）障がいの有無、年齢や性別、国籍等

にかかわらず、被害者の保護と自立していく

ための支援の入り口となる相談窓口を充実

します。 
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用語「○○○○＊」は第３編に解説あり 

⑵ 障がい福祉サービス*等の充実 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

障がいのある人が基本的人権を享有する

個人としての尊厳にふさわしい日常生活又

は社会生活を営むことができるよう、個々の

障がいのある人のニーズ及び実態に応じら

れるよう、在宅サービスの量的・質的充実を

図ることが一層求められています。 

「在宅福祉サービス連絡会」などの既存の

事業所間連携組織と協働・連携し、在宅サ

ービスの量的・質的充実を図ります。 

障がい者 

支援課 

障がいのある人が安心して地域生活を送

るためには、障がいのある人本人だけでな

く、障がいのある人を支える家族や支援者に

対する支援の充実も重要です。 

障がいのある人の体調の変化・支援者の

状況等に応じて一時的に利用することがで

きる緊急ショートステイ事業を充実させます。 

障がいのある人を支える家族や支援者の

緊急時の対応やレスパイト施策の充実を図

ります。 

常時介護を必要とする障がいのある人

が、自らが選択する地域で生活できるよう、

日中及び夜間における医療的ケアを含む

支援の充実が求められています。 

上田市つむぎの家を中心とした重度心

身障がい児・者への支援のほか、医療や介

護、教育などの関係機関との連携により医

療的ケアの必要な障がいのある人への支

援を充実します。 

障がいのある人が通所サービスを利用し

たり、社会参加したりする上では、自宅から

事業所等への移動手段の確保が欠かせま

せん。 

NPO法人などが行う「福祉有償運送サ

ービス」の充実や事業所の適正な運行管

理に向けて上田市福祉有償運送運営協議

会を開催し、利用者の利便性と安全の向上

を図ります。 

障がい状況に応じて自動車の改造に対す

る費用や運転免許証取得費用の助成制度

などにより、障がいのある人の生活圏の拡

大を促進します。 

障がいの有無に関わらず誰もが外出する

ことができるよう、移動支援や外出に関わる

支援を積極的に活用します。 

障がいの重度化・高齢化にも対応できる

よう、居住支援、サービスの提供体制の確保

及び専門的ケアの支援を行う機能を担う地

域生活支援拠点*等の整備・強化が求めら

れています。 

地域生活支援拠点*機能の充実を図りま

す。 



第１編 第３次上田市障がい者基本計画 

第４章 分野別施策 

 
72 

用語「○○○○＊」は第３編に解説あり 

 

 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

障がいのある人が安心して自らが選択す

る地域で生活を送るためには、身近な地域

で必要な支援が受けられる必要があります。 

現在、特定のサービスが特定の地域に不

足しているという状況が生じており、地域間

におけるサービス格差の是正が求められて

います。 

ニーズ調査やケースワークを通じてサービ

ス利用に係るニーズを把握するとともに、自

立支援協議会等の団体と連携しながら事業

所や社会福祉法人等に対して情報提供する

など、事業所の拡充や開所等、地域資源の

確保に向けた働きかけを行います。 

障がい者 

支援課 

（再掲）障がいのある人が個々の心身の状

況、サービス利用の意向や家族の意向等を

踏まえた適切なサービスを受けるためには、

適切なアセスメントの上にサービス等利用

計画案が作成されることが重要です。 

（再掲）指定特定・障害児相談支援事業所

による計画相談支援が適切に行われるよ

う、法令に基づき必要な指導を実施します。 

福祉課 

（再掲）利用者の実態、ニーズなど当事者の

要望を反映したサービス等利用計画の作成

と障がい福祉サービス*の提供に努めます。 

障がい者 

支援課 

重度の障がいのある人の生活と社会参

加を支えるため、長時間サービスを必要とす

る重度訪問介護利用者等に対して、適切な

サービス提供及び支給決定がなされること

が求められています。 

必要となるサービスや支給量等、専門的

な知識が必要となることから、重度の障がい

のある人に対する総合的な支援のあり方に

ついて、関係機関と連携し取り組みます。 

障がい者 

支援課 
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用語「○○○○＊」は第３編に解説あり 

⑶ 障がい児に対する支援の充実 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

障がいのある子どもには、身近な地域で

その子にあった支援と療育が 18 歳まで切

れ目なく一貫して行われ、障がいの程度・成

長段階に応じて、能力を向上し、自己実現を

図るための支援の重要性が高まっています。

発達障がい*（診断が確定していない場合も

含む）は、早期に発見することによって、周囲

が子どもの特性を理解し、共有しながら適

切な支援をすることで、二次障がいを防ぐ

ことも可能です。障がいのある子どもを支え

る保護者への相談支援体制の充実と保護

者に寄り添った支援も必要です。 

（再掲）障がいのある子どもを支える家族

や支援者の緊急時の対応やレスパイト施策

の充実を図ります。 

障がい者 

支援課 

障がいのある子どもの放課後対策につい

て、障がい特性に応じた支援の検討や指導

員の配置、施設などの整備の充実を図りま

す。 

児童相談所と連携した巡回相談を通し

て、支援が必要な子どもの状況を把握し、指

導や支援について助言をします。 

平成 28 年の児童福祉法改正により、医

療的ケア児の支援に関する保健、医療、障

がい福祉、保育、教育等の連携の推進を図

ることが自治体の努力義務となったことで、

より一層医療的ケアを含めた多様なニーズ

に対応することが求められています。 

（再掲）上田市つむぎの家を中心とした

重度心身障がい児・者への支援のほか、医

療や介護、教育などの関係機関との連携に

より医療的ケアの必要な障がいのある人へ

の支援を充実します。 

保育認定を受ける障がい児は優先利用

の対象となりますが、受入施設との調整がつ

かないケースも多く、円滑に利用できるよう

受入促進を図る必要があります。 

民間保育所等において、障がい児の受入

れを促進するための財政支援を継続的に行

うとともに、優先的に利用できるよう利用調

整に配慮します。 

保育課 保育所等における障がいのある子どもの

入園が増加していることから、研修等を通じ

て障がいに対する理解を深め、専門的な対

応が可能な体制の強化を図る必要がありま

す。 

障がいのある子どもを受け入れる保育所

などのバリアフリー化を促進し、安心できる

環境を整備します。 

適切な保育や就学に向け、研修等を通じ

て保育士のスキルアップを図ることで、保育

所等における支援体制のさらなる充実を進

めます。 

医療的ケアの必要な子どもについても、

集団生活の中で健やかな成長を育むことが

できるよう、保育所等における受入態勢を整

備する必要があります。 

医療的ケアが必要な子どもについて、保

育所等における受入態勢の検討・整備を図

ります。 

保育課 
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現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

発達相談センター*の相談件数は令和元

年度延べ 1956 件で平成 22 年度の約 4

倍に増加しています。置かれた環境により発

達特性の現れ方が異なるため乳幼児から

青年期、成人期に至るまでの成長、支援記

録を関係機関が共有し支援できる体制づく

りが必要です。 

発達障がい*は乳幼児期から出現すること

もあるため早期発見、早期支援が必要とさ

れています。しかし発達障がい*を診療できる

医師は少なく、長野県が信州大学に委託し

専門医師の養成を行っています。上田市の

状況では初診、再診まで約３～４か月待ちの

状況であるため、家庭でのかかわり方につ

いては経験を積んだ専門職の配置が必要

です。 

核家族化の進展や共働き家庭の増加な

どにより、子育て家庭を取り巻く環境は大き

く変化しています。家庭が抱える子どもの成

長段階に応じた様々な悩み等の相談に応

じ、必要な支援につなげるための相談機能

の強化・充実が必要です。 

障がいのある子どもの発達を支援する

ため、発達相談センター*（ひとまちげん

き・健康プラザうえだ内に設置）の専門職

の充実と専門医師との連携により、障が

いのある子ども及びその家族に対して、

乳幼児期から学校卒業後まで一貫した効

果的な支援を提供します。 

発達相談 

センター 

（再掲）子ども家庭総合支援拠点*を設置

し、通所・在宅支援を中心とした専門的な

相談対応や関係機関との連携・調整を行

い、子どもの成長段階や家庭の状況に応

じた支援につなげるとともに、地域社会

全体で子育てを支えていくための支援の

充実を進めていきます。 子育て・ 

子育ち支援課 
（再掲）子育て中の親や子どもが孤立し

ないよう、子育てに関する情報発信や相

談を行い、子育ての悩みや不安感の緩和

を図るとともに、民生委員・児童委員及び

主任児童委員等と連携し、地域における

子育て家庭の見守り体制の充実に努めま

す。 
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７ 保健・医療の推進 

⑴ 精神保健・医療・福祉の充実 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

市の自殺死亡率は減少傾向ですが、ここ

数年はほぼ横ばいです。原因別では健康問

題がトップを占めています。生きづらさを感じ

たときの相談支援の充実と、そこに至るまで

の過程や複合的な問題に対応するため、関

係機関との連携が重要です。 

自殺対策計画に則り、様々な機関で連携

し、「生きることの包括的な支援」に取り組み

ます。 

健康推進課 

身体疾患やこれに伴う病苦から精神疾患

を発症することも少なくありません。身体の

健康は精神の健康の基本ともいえるため、

障がいのある人の心身の健康維持は非常

に重要です。 

また、障がいに起因して合併しやすい疾

患、外傷、感染症等の予防と、これらを合併

した際の障がい及び合併症に対して適切な

医療の確保を図る必要があります。 

第三次上田市民健康づくり計画により、

健康づくり 6 分野にて健康増進事業を実施

します。 

健康推進課 

地域で生活する障がいのある人が健康

の相談を希望した場合には健康相談を実施

します。 

健康推進課 

精神病床における長期入院患者の地域

生活への移行を進めるに当たっては、精神

科病院や身近な地域の援助者による努力

だけでは限界があることから、自治体を中心

とした関係機関による一体的な取組の推進

に加え、地域住民の協力を得ながら、差別や

偏見のない、あらゆる人が共生できる包摂

的（インクルーシブ）な社会の実現に向けた

取組の推進が必要です。 

精神障がいのある人が、地域の一員とし

て安心して自分らしい暮らしをすることがで

きるよう、「精神障がいにも対応した地域包

括ケアシステム*」の構築を進めます。 

障がい者 

支援課 

精神障害者保健福祉手帳の所持者は、こ

の 5 年間で 300 人以上増加し、精神疾患

に起因する生活困窮者や自殺者の増加な

どの課題があるほか、精神障がいのある人

のニーズに適切に対応できる障がい福祉サ

ービス*の提供が必要となっています。 

精神障がいのある人が地域で安心して暮

らせるために、精神保健や精神障がいのあ

る人に対する正しい理解と地域住民への啓

発（心の健康・予防・相談体制・地域の理解

など）を行うとともに、医療、保健、福祉の連

携を強化し、互いに見守り、支え合う地域支

援、環境づくりを推進します。 

障がい者 

支援課 
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用語「○○○○＊」は第３編に解説あり 

 

 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

精神障がいのある人等の心身の障がい

の状態の軽減を図り、自立した日常生活又

は社会生活を営むためには、必要な医療を

継続的に受ける必要があります。 

精神疾患の治療にかかる経済的負担を

軽減し、社会復帰・社会参加を支援するた

め、自立支援医療（精神通院）制度の適用

を推進します。 

障がい者 

支援課 

定期的に歯科検診を受けること等又は歯

科医療を受けることが困難な障がいのある

人に対する歯科疾患の予防等による口腔の

健康の保持・増進を図る必要があります。 

歯科通院費補助制度により、歯科医療を

受けることが困難な障がいのある人に対す

る歯科診療を支援します。 

障がい者 

支援課 

心身障がい児・者施設へ、歯科衛生士に

よる巡回歯科指導等を実施します。 
健康推進課 

 

 

 

 

 

⑵ 障がいの原因となる疾病等の予防・治療 

現状と課題 

平成 29 年度に上田市では「第三次上田市民健康づくり計画」を策定し、保健活動の基本的な方向性

と、その実現に向けた施策を明確にしました。また、保健センターでは、疾病予防や健康増進などに関する各

種事業を実施しています。 

次世代を担う子どもの健康づくりのためには、思春期から妊娠期、子育て期へと切れ目のない健康づくり

と相談体制の充実が必要です。 

脳血管疾患や糖尿病など動脈硬化による生活習慣病は、40歳～64歳で介護保険を利用する第 2号被

保険者の原因疾患の多くを占め、身体障害者手帳の取得年齢も、40 歳台から急激に増えています。このた

め、身体障がいの原因となる動脈硬化による生活習慣病の予防を行うことが重要です。 

特に、糖尿病は、糖尿病性腎症や糖尿病性網膜症などの重篤な合併症を引き起こすことから、重症化予

防、適切な治療の開始、継続受診のための支援や各種保健指導・健康教室の充実が必要です。 

高齢期には加齢に伴う生活機能低下（ロコモティブシンドロームなど）のリスクを下げる必要があります。

さらに、高齢化社会の進展に伴い、介護予防は非常に重要となっており、自分らしい生活を送るためには、健

康維持や疾病・介護予防に向けた切れ目のない施策展開が必要です。 

特に「介護予防」については、日常の身体活動量を増やすこと、さらに運動習慣を持ち、日々の生活に必

要な健康と身体活動の維持につなげる必要があります。 
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施策の方向性 

第三次上田市民健康づくり計画の中で位置付ける「ライフステージ*に応じた健康づくり」を年齢期に応じ

て展開を図ります。 

【
妊
娠
期
】 

妊娠・出産をめぐる相談の実施と知識の普及を図り、妊娠期と幼児期からの健

やかな生活習慣形成に向けた施策を推進します。 

健康推進課 

【
幼
少
期
】 

すべての子どもが健康で個々に応じた成長ができるための知識と、母子の適

切なかかわりについて普及・啓発するととともに、相談体制の充実を図ります。 

また、必要な場合は、関係機関と連携を取り、総合的な支援を提供します。 

【
思
春
期
】 

思春期の健康づくりに関する正しい知識の普及・啓発に努め、学校等関係機

関と連携した健康教育を実施します。 

・健康推進課 

・学校教育課 

【
青
・壮
年
期
】 

個々の健康状態に応じた保健指導として、生活習慣（食と運動）の見直しと改

善につなげ、特定健診等各種健（検）診の受診率の向上を図ります。また、健

（検）診結果に基づいた相談事業などの充実を図り、生活習慣病の発症予防、重

症化予防に努めます。 

健康推進課 
個人に合った取り組みやすい健康づくりの各種講座を実施し、積極的な参加を

促進します。 

身体機能の低下が徐々にみられる壮年期から、自らの身体機能の状況を自覚

し高めていかれるような支援の充実を図ります。 

【
高
齢
期
】 

介護予防の周知・啓発活動を積極的に行うとともに、地域包括支援センターを

中心に、予防活動を含めた包括的ケアを推進します。 
高齢者介護課 
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用語「○○○○＊」は第３編に解説あり 

８ 行政等における配慮の充実 

⑴ 行政サービス等における配慮の充実 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

令和 2 年 7 月に「うえだ手話言語・情報

コミュニケーション条例」が施行され、行政

情報の提供には、情報通信技術の進展も踏

まえ、アクセシビリティに配慮した情報提供

が求められています。 

情報通信技術の進展も踏まえ、アクセ

シビリティに配慮した情報提供に努め

ます。 

障がい者 

支援課 

（再掲）上田市公共施設マネジメント基本方

針において、市有施設のバリアフリー化・ユ

ニバーサルデザイン*化を推進していますが、

厳しい財政状況の中で改修・改築が難しい

ことから、未対応の施設が存在しています。 

（再掲）施設の利用状況等に応じて多様な

利用者の利便性の向上を図るため、引き続

きバリアフリー化・ユニバーサルデザイン*化

を推進します。 

行政管理課 

平成 28 年に施行された「障害者差別解

消法」によって、行政機関等は、事務・事業

の実施に当たって、障がいのある人が必要

とする社会的障壁の除去の実施について

必要かつ合理的な配慮（合理的配慮）を

行うことが義務付けられました。 

より一層の理解の促進が必要な障がい

や、外見からは分かりにくい障がいの特性、

複合的に困難な状況に置かれた障がいの

ある人に求められる配慮等、行政機関の職

員等に対して障がいに関する理解の促進が

引き続き求められています。 

職員などが障がいに関する理解を深め

るため、必要な研修を実施し、窓口などに

おける障がいのある人への配慮の徹底を

図ります。 

障がい者 

支援課 

行政情報の提供には、情報通信技術の進

展も踏まえ、アクセシビリティに配慮した情

報提供が求められています。 

障がいの有無に関わらず、分かりやす

い情報発信に努めます。 

広報シティ 

プロモーション課 

ウェブサイト等で情報提供を行うに当

たっては、「みんなの公共サイト運用ガイ

ドライン」に則した必要な対応を行うと

ともに、ウェブアクセシビリティの向上

等に向けて取り組みます。 
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現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

移動に困難を抱える障がいのある人に配

慮した投票所のバリアフリー化、障がいの

ある人の利用に配慮した投票設備の設置、

投票所における投票環境の向上といった環

境面での対応のうち、車いすやスロープの設

置といったハード面の対応はほぼできていま

すが、個々の障がいの種類や内容に応じた

きめ細かな対応が依然として課題です。 

障がいのある人に優しい投票所の環境整

備の推進を図ります。 

選挙管理委

員会事務局 

判断能力が不十分な障がいのある人が、

自らの意思に基づき円滑に投票できるよう、

代理投票制度の的確な活用等、きめ細かな

対応を心がけるとともに、秘密保持の適正

化に努めます。 

市内には指定病院が 30 か所あり、選挙

の都度事前に投票について案内するととも

に、事務手続についても文書等によるサポー

トを適宜行っています。郵便等による不在者

投票制度については、潜在的な該当者は多

いと思われますが、投票に必要な「郵便等

投票証明書」の所持者は少なく、制度の周

知が課題となっています。 

県と連携を図りながら、指定病院等にお

ける不在者投票の適正な実施について、注

意喚起を図ります。 

郵便等による不在者投票制度について

周知するとともに、郵便等投票証明書所持

者に対する投票機会の確保に努めます。 
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９ 雇用・就業、経済的自立の支援 

⑴ 経済的自立を含めた総合的な就労支援 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

福祉、教育、医療等から雇用への一層の

推進のため、ハローワークや地域障害者職

業センター、障害者就業・生活支援センター

を始めとする地域の関係機関が密接に連

携して、職場実習の推進や雇用前の雇入れ

支援から雇用後の職場定着支援までの一

貫した支援を実施することが重要です。 

福祉事業所からの一般就労に結び付け

る支援を進めるため、就労実績・就労定着

実績等を把握する基盤整備を進めていきま

す。 

障がい者 

支援課 

就労後のサポートについては、就労定着

支援サービスを利用した者の職場定着率が

70％（長野県の調査：令和元年度実績）と、

就労定着支援の利用が効果的であることが

判っています。 

職場への不適合などを理由とした解雇が

生じないように、関係機関と連携し、適切に

就労定着支援に結び付けるなど、就労後の

フォローアップ体制の強化、職場での定着化

を促進します。 

障がいのある人の就労を支援し、職場へ

の定着と適応を支援するためには、専門的

な職業リハビリテーションや職場適応援助

者（ジョブコーチ）による直接的・専門的な

支援が重要であり、こうした資源を適切に活

用してくことが求められています。 

初期相談に応じた上で、希望に応じ、上

小圏域障害者就業・生活支援センターや上

田公共職業安定所などの専門機関に適切

につなげます。 

障がいのある人が身近な地域において、

雇用、保健福祉、教育等のワンストップ相談

ができるよう、関係機関の連携拠点である

障害者就業・生活支援センターの利活用

が重要です。 

就労相談について、上小圏域障害者就

業・生活支援センターのコーディネーターに

よる相談事業を実施します。 

雇用・就業の促進に関する施策と福祉施

策との適切な組み合わせの下、年金や諸手

当を支給するとともに、各種の税制上の優遇

措置、低所得者に対する障がい福祉サービ

ス*における利用者負担の無料化などの各

種支援制度により、障がいのある人が地域

で質の高い自立した生活を営むことができ

るような施策が必要です。 

各種の税制上の優遇措置、低所得者に

対する障がい福祉サービス*における利用者

負担の無料化などの各種支援制度を、障害

者手帳交付時や市ホームページ、しおり等

により案内・周知していきます。 
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現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

就労移行支援事業所から一般就労への

移行に結び付けるためには、施設外支援等

の推進やサービスの質の向上が求められま

す。 

就労移行支援事業所と連携し、一般就労

を行う事業所の開拓と好事例の発信に努め

ます。 

地域雇用 

推進課 
 

障がいのある人の就労に関しては、職業

訓練中や就労後においてのフォローアップ

体制や適切なサービス利用に対する指導、

助言を行うための相談窓口を充実させる必

要があり、定期的なモニタリングと関係者間

で統一した支援方針が求められます。 

自己の能力に適した就労の選択や、就労

後の職場への定着を促進するため、その前

段階における就労訓練及びサポート支援施

策が重要です。 

障がいのある人が、個々の障がい特性や

個性を尊重され、いきいきとした生活が送れ

るためには、合理的な配慮に基づいた就労

環境の整備も重要です。 

ハローワーク上田と連携し、トライアル雇

用や職業適応援助者（ジョブコーチ）による

支援を実施します。 

 

 

  



第１編 第３次上田市障がい者基本計画 

第４章 分野別施策 

 
82 

用語「○○○○＊」は第３編に解説あり 

⑵ 障がい者雇用の促進 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

地方公共団体の法定雇用率が令和３年

３月１日から2.6％に引上げられたことから、

上田市役所も地域の一事業所として、障が

いのある人の法定雇用率の向上に努める

必要があります。 

上田市職員の障がい者法定雇用率に対す

る実雇用率を引き続き達成するよう努めま

す。 

総務課 

障がい福祉に係る公費負担が年々増大

する中、障がいがありながらも勤労意欲が

高い人については、就労により自立し、地域

で生活して納税者として社会貢献できるよ

う、障がい者雇用施策は一層の充実が求め

られています。 

上小圏域障がい者自立支援協議会（就労

支援専門部会）を通じて、障がい者就労に

向けた施策の推進を図ります。 

障がい者 

支援課 

現在も福祉、教育、雇用の関係機関によ

る連携が図られていますが、個々のニーズに

合った情報提供がタイムリーに出来ず、支援

が途切れてしまうケースもあります。伴走型

支援が可能な、切れ目ない支援体制構築が

求められています。 

障がいのある人の働く機会を確保し、雇

用率を向上させるためには、事業主への周

知・啓発などにより、事業主の障がい者雇用

に対する理解を深める必要があります。 

「働き方改革」、「新たな生活様式による

在宅勤務（テレワーク）」の推進など、従来

の慣行によらない新たな就業形態の加速が

見込まれます。障がい特性を活かした職域

の拡大、障がい者雇用の促進につながる可

能性があり、状況を注視していく必要があり

ます。 

ハローワーク上田と連携し、事業所訪問によ

る障がい者雇用への理解普及、トライアル雇

用や職業適応援助者（ジョブコーチ）など

各種助成制度へのマッチング支援を行いま

す。 

地域雇用 

推進課 
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⑶ 障がい特性に応じた就労支援及び多様な就業の機会の確保 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

「働き方改革」、「テレワーク（在宅勤

務）」の推進が図られ、従来の慣行によらな

い新たな就業形態の加速が今後見込まれ

ます。障がい特性を活かした職域の拡大、障

がい者雇用の促進につながる可能性があ

り、状況を注視しながら、今後施策を展開し

ていく必要があります。 

精神・発達障がい*に関する企業の理解

が深まっておらず、心身に不調を起こし中途

退職する方が増えています。 

ニートやひきこもり、就職に自信が持てな

い若者の自立に向けて支援します。 

精神・発達障がい*に関する事業所理解を

深める取り組みを行います。 

地域雇用 

推進課 

「働き方改革」及び「テレワーク」など誰もが

働きやすい職場環境の整備と、新たな生活

様式に対応した働き方を推進します。 

障がいのある人などが、個性と能力を最

大限に発揮し、生活面での自立や生きがい

として自ら選択した仕事に専念するために

は、障がい特性に応じた雇用・就労への支

援が必要不可欠となっています。 

こうしたなか、ＩＣＴを活用したテレワーク

等の多様な働き方を選択できる環境整備が

求められています。 

（再掲） 

上小圏域障がい者自立支援協議会（就労

支援専門部会）を通じて、障がい者就労に

向けた施策の推進を図ります。 

障がい者 

支援課 

障がいのある人の多様な職業形態として

創業・起業は、個々の特性に合わせた就労

が可能となり、障がいのある人の社会参加

の機会や経済活動の拡大にもつながる大

切な選択肢です。 

創業・起業に向けた情報提供を行うととも

に、関係機関と連携した支援のあり方を検

討します。 

商工課 

障がい者就労施設等は、一般就労が困

難な障がいのある人にとって「社会活動の

場」、「社会参加の場」として重要であり、大

きな役割を担う場所となっています。 

障がい者就労施設等が継続的に運営で

きるよう、また、施設での仕事が確保できる

ように、「障害者優先調達推進法」に基づ

き、障がい者就労施設等から優先的な物品

調達が求められています。 

市における物品調達、役務の提供など、

障がい者就労施設等などからの優先的・積

極的な調達に向けた基本方針を作成し、年

度の終了時には調達の実績を公表します。 

障がい者 

支援課 
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現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

障がいのある人が地域で質の高い自立

した生活を営むことができるよう、また、自ら

の活動にやりがいを見いだせるよう、就労継

続支援事業所の工賃向上が求められてい

ます。 

就労支援事業所同士の連携や情報の共

有など、工賃向上に向けた事業所の取組を

支援します。 

障がい者 

支援課 

障がいのある人が、個性と能力を最大限

に発揮し、生活面での自立や生きがいとして

自ら選択した仕事に専念するためには、障

がい特性に応じた雇用・就労への支援が必

要不可欠となっています。 

特に障がい者就労施設等は、一般就労

が困難な障がいのある人にとって「社会活

動の場」、「社会参加の場」として重要であ

り、大きな役割を担う場所となっています。し

かしながら、仕事の内容が軽作業を中心と

していることもあり、「働く場」としては、工賃

が低い状況にあります。 

一方、農業分野では、従来から担い手の

高齢化と不足という課題があり、今後さらに

厳しさを増していくことが想定され、遊休荒

廃農地の拡大も懸念されます。 

 こうしたことから、双方の課題解決に向けた

農福連携が注目されています。 

農業者と福祉事業所とのマッチングを行い、

農福連携を推進します。 

障がい者 

支援課 

障がいのある人の就労訓練及び雇用を目

的とした農園の開設及び農園の整備につい

ては、関係者・関係機関などの意向を踏まえ

て調査・研究を進めます。 

農政課 
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10 教育の振興 

⑴ インクルーシブ教育システムの推進 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

障がいのある児童生徒の自立や社会参

加に向け、持てる力を最大限に伸ばすことが

できるよう一人ひとりの教育的ニーズを把握

し、適切な指導と支援が必要です。 

また、インクルーシブ教育システムにおい

ては、すべての児童生徒が同じ場で共に学

ぶことを目指すとともに、教育的に最も的確

に指導・支援ができる多様で柔軟な仕組み

や環境を整える必要があります。 

併せて、教員や特別支援教育*支援員等

がより連携して支援を行えるよう、指導力の

向上や教育内容の充実も求められていま

す。 

障がいのある児童生徒の自立や社会参

加に向け、一人ひとりの教育的ニーズを把

握し、生活や学習上の困難を改善し克服す

るため、適切な指導・支援を行います。 

また、すべての児童生徒が持てる力を最

大限に発揮し、共に学び合うインクルーシブ

教育の実現を図ります。 

学校教育課 

教育支援委員会では、障がいの状況を的

確に把握しながら、就学相談・支援や就学

判断を行い、児童生徒の心身の発達が適切

かつ最大限に発揮される「学びの場」を見

出し支援します。また、就学後の状況に関し

て、教育内容及び指導方法などの支援を行

い、必要に応じて「学びの場」の変更ができ

るようにします。 

保護者に就学に関する情報や、子どもの

理解や支援に関する情報などを十分に提供

するとともに、保護者の思いに傾聴しなが

ら、今後の支援や就学のあり方について相

談を進めていきます。 

医療的ケアを必要とする児童生徒が教

育を受けたり、他の児童生徒と共に学んだり

する機会を確保します。 

通常の学級に在籍する障がいのある児童

生徒に対して、障がいに応じた特別の指導

を通級指導教室で行います。 

現在でも行われている上田養護学校との

交流事業がさらに拡がるよう学校を支援し

ます、また、副学籍制度については、原籍校

や副学籍校となる小中学校校長会の意見も

伺いながら検討を進めます。 
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現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

障がいのある児童生徒が差別的な取り

扱いを受けることなく、障がいのない児童生

徒と共に教育を受けることが求められていま

す。 

障がいのある児童生徒が関わるいじめが

生じることがないよう障がいの特性への理

解を深め、適切な指導や必要な支援を行い

ます。 

学校教育課 

就学前から一貫した切れ目ない支援を継

続する必要があります。 

就学前から卒業後まで切れ目ない指導・

支援を受けられるよう、移行支援会議等で

情報を共有し、一貫した支援を継続して行

います。 

学校教育課 

保育課や発達相談センター*（ひとまちげ

んき・健康プラザうえだ内に設置）、教育相

談所が連携し、「発達障がい*児支援のため

の情報共有ファイル」（支援ノート「つな

ぎ」）の活用など、成長段階に応じた切れ目

のない支援を行います。 

発達相談 

センター 

障がいのある児童生徒の自立や社会参

加に向け、福祉、労働等との連携の下、障が

いのある児童生徒のキャリア教育や就労支

援の充実を図ることが必要です。 

地域社会では、まちづくりの一環として、ぷ

れジョブ活動を行い、障がいのある児童・生

徒が「未来の地域をつくるなかま」となるよ

う支援していきます。 

障がい者 

支援課 

高校・大学在学中の長期休暇を利用し

た、就労移行支援事業所の利用により、障

がいの受容・就労意欲の向上を在学中から

支援します。 

障がいのある児童生徒の就労について

は、特別支援学校*、上小圏域障害者総合支

援センター（上小圏域障害者就業・生活支

援センター）など関係機関・関係団体が連

携して支援を行います。 
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⑵ 教育環境の整備 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

一人ひとりの状況に応じた支援を行うた

め、教員の指導力の向上、特別支援教育*支

援員等の配置による体制の整備が必要で

す。 

教職員が障がいに対する理解や特別支

援教育*に係る専門性を深める取組を推進

します。 
学校教育課 

学校生活上の介助や学習活動上の支援

等を行う特別支援教育*支援員を各校へ配

置します。 

障がいの有無に関わらず、児童生徒が共

に学び、平等に教育を受ける権利の享有・

行使を確保するための合理的な配慮が求

められています。 

各校においては、校内委員会の設置や特

別支援教育*コーディネーターを指名し、全

校的な支援を行うほか、具体的な指導目標

や指導内容、指導方法等について、保護者

（本人）と共通理解のもとに「個別の指導計

画」を作成し、その活用に取り組みます。 

通常の学級において、すべての児童生徒

にとって「わかる・できる」授業となるよう、授

業のユニバーサルデザイン*化を推進します。 

コンピュータなどの情報機器を活用するこ

とにより、学習上又は生活上の困難を補い、

指導の効果を高めていきます。 

学校教育課 

（再掲）公立小中学校について、「改正バリ

アフリー法」により、障がいのある児童生徒

等も支障なく学校生活を送ることができるよ

うにするとともに、地域住民の生涯学習の場

や災害時の避難所としての利用を考慮し、

高齢者、障がいのある人等の利用にも配慮

した計画的なバリアフリー化が必要です。 

（再掲）障がいのある児童生徒等も支障な

く学校生活を送ることができるようにすると

ともに、地域住民の生涯学習の場や災害時

の避難所としての利用を考慮し、施行日以

降に新増築等される公立小中学校につい

て、バリアフリー化を行います。 

教育施設 

整備室 

学校、発達相談支援センター、放課後デイ

サービス事業所等との相互理解や情報共

有をし、切れ目なく支援を行う必要がありま

す。 

関係機関と連携を図り、様々な機能を活

用して、障がいのある児童生徒が十分な教

育が受けられるよう充実を図ります。 

・障がい者 

支援課 

・学校教育課 

・発達相談 

センター 

学習環境の選択の機会を確保するため、

障がい学生支援についての姿勢・方針、手

続などに関する学内規程や、支援事例を大

学ホームページで公表することが求められ

ています。 

障がいのある学生への支援の概要をまと

めたパンフレットをホームページ上で広く公

表しており、こうした大学の取組に対し、引き

続き国の基本計画に準じた対応を継続する

よう促します。 

学園都市 

推進室 
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現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

大学等が提供する様々な機会において、

障がいのある学生が障がいのない学生と平

等に参加できるよう、授業等における情報保

障やコミュニケーション上の配慮、教科書・

教材に関する配慮等及び施設のバリアフリ

ー化の促進が求められています。 
 

すでに障害者差別解消法にもとづく「対

応要領」に則り、学修、課外活動、学生生活

等における差別解消を目的とした「合理的

配慮」を行っているほか、様々な理由から物

理的バリアフリーを実現できていない部分

もある中、障がいのある学生と健常の学生

や教職員との助け合い(心のバリアフリー)

により補完しているところであり、こうした大

学の取組に対し、引き続き国の基本計画に

準じた対応を継続するよう促します。 

学園都市 

推進室 

障がいのある学生一人一人の個別のニ

ーズを踏まえた建設的対話に基づく支援を

促進するため、各大学等における相談窓口

の統一や支援担当部署の設置、支援人材

の養成・配置など、支援体制の整備が求め

られています。 

障がいのある学生への対応のため、障害

学生支援室を設けるとともに、入学前アンケ

ート、懇談会、アドバイザーによる個別面接

等により、障がいのある学生を支援するため

の対話を重ねているところであり、こうした大

学の取組に対し、引き続き国の基本計画に

準じた対応を継続するよう促します。 

就職にあたっては、大学単独での支援に

は限界があることから、障がいのある学生の

就職を支援するため、学内の修学支援担当

と就職支援担当、障がいのある学生への支

援を行う部署等の連携を図り、学外におけ

る、地域の労働・福祉機関等就職・定着支

援を行う機関、就職先となる企業・団体等と

の連携やネットワークづくりが求められてい

ます。 

現在、長野大学では、学生のプライバシー

に配慮して、学生相談室のカウンセラーが事

務的に独立した形で個別の学生支援を行う

一方、学生相談室、保健室、学生支援担当、

キャリアサポート担当が可能な範囲で情報

共有や連携に努めています。 

障害学生支援室を通じて、修学支援担

当、障害学生支援担当、キャリアサポート担

当が学生の状況を共有し、それぞれが学生

支援を行っており、地域の機関（ハローワー

ク、障害者職業センター、圏域の障害者総合

支援センター等）と積極的に連携しながら支

援を行っている状況であるため、引き続き国

の基本計画に準じた対応を継続するよう促

します。 
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現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

障がいのある学生の支援においては、教

職員への理解促進・普及啓発が欠かせませ

ん。長野大学では毎年、講師を招いて教職

員向けの研修会を開催しています。 

大学の取組に対し、引き続き国の基本計画

に準じた対応を継続するよう促します。 

学園都市 

推進室 

障がいのある学生の能力・適性、学習の

成果等を適切に評価するため、入試や単位

認定などにおける合理的配慮が求められ

ており、現在、長野大学では以下のとおり取

り組んでいます。 

⚫ 大学入学共通テストの受験案内等で周

知されている障がいのある受験生の受

け入れについては、本人の利便性等を

踏まえ、地区内の大学で調整し対応 

⚫ 試験問題の拡大（A４→A3)化や試験

時間の延長等への配慮 

⚫ 入試における配慮例を、選抜要項、募集

要項に明示 

⚫ 大学入試においては、選抜要項及び募

集要項に示している「障害別の配慮例」

に基づき対応 

入試における選抜要項及び募集要項に示し

ている「障害別の配慮例」に基づき対応する

などの大学の取組に対し、引き続き国の基

本計画に準じた対応を継続するよう促しま

す。 

 

 

 

⑶ 生涯を通じた多様な学習活動の充実 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

学校教育から卒業後における学びへの接

続を円滑化し、障がいの有無に関わらず、ラ

イフステージ*全体を通じて本人が希望する

学習を主体的、継続的に行うことができるよ

う取り組むことが必要ですが、現状、学びの

場やプログラムが不足しています。 

地域で仲間と過ごせる交流の場、学びの

場の提供やプログラムの研究、地域ごとの

サポート体制の強化に努めます。 

生涯学習 

・文化財課 

地域の一員として豊かな人生を送ること

ができるよう、教育や文化等に親しみ、共生

社会の実現を推進する必要があります。 

地域と学校が連携・協働し、地域全体で

子どもたちの学びや成長を支えます。 
学校教育課 
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現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

障がいのある子どもたちに、現時点では

学校が個別に対応しており、地域との繋がり

は弱い状況です。障がいの有無に関わらず、

地域全体で子供を支えていくうえで、学校の

方針をふまえ地域と学校の連携が必要とな

っています。 

学校の方針をふまえ、地域と学校の連携・

協働のあり方とその実現化を目指します。 

生涯学習 

・文化財課 

令和元年６月に視覚障がいのある人等の

読書環境の整備を通じて、障がいのある人

の社会参加・活躍を推進するため、「読書バ

リアフリー法」が施行され、誰もが利用しや

すい読書環境の整備が求められています。 

誰もが利用しやすい学校図書館づくりを

目指します。 
学校教育課 

第二次上田市図書館基本構想において、

「生涯学習の支援施設である図書館」を基

本目標に掲げ、「高齢者・障がい者サービス

の充実」を取り組み項目としていることから、

今後、新たなサービスについて研究と検討を

進めます。 

上田図書館 

障がいの有無に関わらず、市民誰もが文

化・芸術、スポーツ・レクリエーションなどを

楽しみ、親しむことができるよう環境の整備

や機会の確保が求められています。 

障がいのある人の生涯学習推進のため

に、地域の公民館や図書館、博物館などの

環境整備を図るとともに、社会教育施設に

おける活動を通じ、スポーツ・レクリエーショ

ンを楽しむ機会、学習の成果発表の機会な

どを提供します。 

生涯学習 

・文化財課 

障がいの有無に関わらず、市民誰もがス

ポーツを楽しみ、親しむことができるよう環

境の整備や機会の確保が求められていま

す。 

障がいのある人が参加することができる

スポーツイベント（教室・大会等）の充実を

図ります。 

スポーツ 

推進課 

障がい者スポーツの指導者やボランティ

ア等の人材発掘や育成に努めます。 

スポーツ施設整備に当たり、ユニバーサ

ルデザイン*化を推進します。 
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11 文化芸術活動・スポーツ等の振興 

⑴ 文化芸術活動、余暇・レクリエーション活動、スポーツ等の充実に向けた環境整備 

現状と課題 施策の方向性 主な担当課 

障がいの有無に関わらず、市民誰もが文

化・芸術、スポーツ・レクリエーションなどを

楽しみ、親しむことができるよう環境の整備

や機会の確保が求められています。 

 市民が集い、文化の薫る新たなまちづくり

の拠点となる交流文化芸術センター、市立

美術館ではハード、ソフト両面で、障がいの

ある人にとっても利用しやすい環境づくり、親

しむことができる事業の展開が期待されま

す。 

文化の薫るまちづくりを進めるため、障が

いのある人の芸術鑑賞や創作活動を支援

し、文化・芸術活動を通した社会との交流の

機会や生きがいの創出に努めます。 

交流文化 

芸術センター 

交流文化芸術センター、市立美術館で

は、障がいのある人も利用しやすい施設とな

るよう、スタッフのサポート体制や設備の整

備を進めます。 

交流文化 

芸術センター 

上田市立 

美術館 

未来の上田市を担う豊かな感性を持った

子どもたちの育成をねらいとし、プロの演奏

やパフォーマンスを子どもたちが手の届く距

離で鑑賞して、芸術に親しみや興味関心を

持つきっかけをつくるため、市内の学校へ芸

術家を派遣します。 

交流文化 

スポーツ課 

文化の薫るまちづくりを進めるため、障が

いのある人の芸術鑑賞や創作活動を支援

し、文化・芸術活動を通した社会との交流の

機会や生きがいの創出に努めます。 

障がい者 

支援課 

障がいのある人が社会参加をする上で

は、自宅から目的地等への移動手段の確保

が欠かせません。 

（再掲） 

障がいの有無に関わらず誰もが外出する

ことができるよう、移動支援や外出に関わる

支援を積極的に活用します。 

障がい者 

支援課 

（再掲） 

障がいの有無に関わらず、市民誰もがスポ

ーツを楽しみ、親しむことができるよう、環境

の整備や機会の確保が求められています。 

（再掲）障がいのある人が参加することがで

きるスポーツイベントの充実を図ります。 

スポーツ 

推進課 

（再掲）障がい者スポーツの指導者やボラン

ティア等の人材発掘や育成に努めます。 

（再掲）スポーツ施設整備に当たり、ユニバ

ーサルデザイン*化を推進します。 

障がい者スポーツ大会やスポーツ教室

（レクリエーション教室）を開催します。 

障がい者 

支援課 
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（余白） 


